
 

 

 

「ひろしま子供の未来みんなで応援プラン」の 

進捗点検（令和７年度）について 

 

１ 要旨・目的 

  「ひろしま子供の未来みんなで応援プラン」の進捗について、別紙のとおり取りまとめ、広島県

子ども・子育て審議会において点検・評価を受けたため、報告する。 

 

２ 現状・背景 

 〇 令和６年度に計画期間を令和７～11年度として「ひろしま子供の未来みんなで応援プラン」を

策定した。 

〇 令和11年度の「目指す姿」を実現するため、毎年度末時点の「現在の姿」について進捗点検・

自己評価を行うとともに、広島県子ども・子育て審議会において点検・評価を受け、必要な改善

を図ることとしている。 

  

【参考】ひろしま子供の未来みんなで応援プランの施策体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 令和８年度第１回広島県子ども・子育て審議会の概要 

（１） 日 時 令和８年９月４日（金）13:30～15:00 

 （２） 方 法 ＷＥＢ会議 

 （３） 委 員 別紙一覧のとおり 

 （４） 議 題 ア 「ひろしま子供の未来みんなで応援プラン」の進捗状況について 

         イ 子供施策に関する子供・若者の意見募集の結果について 

 （５） その他 当日資料及び議事録は県ホームページにて後日公開 

組織でさがす＞健康福祉局＞子供未来応援課＞広島県子ども・子育て審議会 

https://www.pref.hiroshima.lg.jp/soshiki/248/kodomo-kosodate-shinngikai.html 

４ 予算 

  令和８年度当初 3,832千円（一部国庫） 

 

令和８年９月 17日 
課 名 健康福祉局子供未来応援課 
担当者 課長 丸石 
内 線 3170 

将来にわたって 
目指す社会像 

施策領域 
（目指す社会像） 

施策の柱 

すべての子供・若者が、社会の

宝として、成育環境の違いに関

わらず、健やかに夢を育むこと

ができ、子供を持ちたいと思う

人が安心して子供を持ち、育て

られる社会の実現 
１ 就労・結婚・妊娠・出産の希望の 

を実現後押しする環境の整備 

２ 社会的養育の充実・強化 

４ 障害のある子供等への支援 

２ 社会で活躍するために必要な 
資質・能力の育成 

１ 乳幼児期の質の高い教育・保育の推進 【領域Ⅰ】  
子供たちの資質・能力の育成 

【領域Ⅱ】 
安心して子供を持つことが
でき、子供たちが健やかに育
つ環境づくり 

２ 妊娠期からの見守り・支援の充実 

３ 子供の悩みに対する支援・ 
居場所の充実 

４ 多様なライフスタイルに応じた 
子育て環境の整備 

１ 児童虐待防止対策の充実 

３ ひとり親家庭の自立支援 
の推進 

【領域Ⅲ】 
配慮が必要な子供たちとそ
の家族への支援 

健康福祉局 

資   料 No.6 

５ 子供と子育てにやさしい 
生活環境と安全の確保 

https://www.pref.hiroshima.lg.jp/soshiki/248/kodomo-kosodate-shinngikai.html


役職名

1 学童利用 広島県ＰＴＡ連合会 副会長 柏崎　恵

2 父親
特定非営利活動法人
ファザーリング・ジャパン中国

代表 片元　彰

3 保育所 広島県保育連盟連合会 副会長 三須　朋子

4 公益財団法人広島県私立幼稚園連盟 理事長 山中　隆司

5 広島県国公立幼稚園・こども園連盟 会長 岡田　綾子

6 認定こども園
特定非営利活動法人
全国認定こども園協会

理事 新谷　耕平

7 市町事業 広島県学童保育連絡協議会 児童館館長 平松　ゆう子

8 社会的養護 広島県児童養護施設協議会 会長 高井　竜司 欠席

9 障害児
一般社団法人
広島県手をつなぐ育成会

広報副委員長 岡村　恵子

10
家庭教育
社会教育

府中町家庭教育支援チーム「くすのき」 代表 米田　珠美

11 高等学校 広島県公立高等学校長協会 会長 阿部　由貴子

12 広島県市長会 府中市長 荻野　雅裕

13 広島県町村会 北広島町長 箕野　博司

14 事業主 広島県商工会連合会 事務局長 平野　陽

15 保健医療 一般社団法人広島県医師会 常任理事 石川　暢恒

16 学識経験 一般財団法人国際開発センター 理事長 石田　洋子

17 学識経験 安田女子大学 教育学部 幼児教育学科 教授 橋本　信子

18 学識経験 国際医療福祉大学福岡保健医療学部看護学科 教授 日髙　陵好

19 学識経験 広島大学 名誉教授 朝倉　淳 欠席

20 学識経験 比治山大学現代文化学部 准教授 大里　弘美

21 学識経験
広島都市学園大学
子ども教育学部子ども教育学科

教授 竹林地　毅 欠席

22 学識経験 福山市立大学教育学部 教授 野口　啓示

広島県子ども・子育て審議会　委員名簿≪R8.8.1～≫

委員

区分 所属団体 備考

子どもの
保護者

幼稚園

市町長

子育て支援
事業者

有識者
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「ひろしま子供の未来みんなで応援プラン」の進捗点検（令和７年度）に係る総括評価一覧 

 

□　令和 11 年度の目指す姿に向けた令和７年度末現在の姿を記載し、取組の進捗について「順調 」「概

ね順調☺」 □「やや遅れ 」 □「遅れ 」の４段階で評価した。 

 

領域Ⅰ　子供たちの資質・能力の育成 

 

領域Ⅱ　安心して子供を持つことができ、子供たちが健やかに育つ環境づくり 

 柱１　乳幼児期の質の高い教育・保育の推進（P1～P2）

 （１）乳幼児期の教育・保育の充実　　 

（２）家庭教育を支援する環境の整備 

「「遊び 学び 育つひろしまっ子！」推進プランに掲げる５つの力が育まれている年長

児の割合」は、目標を達成しており、取組は順調に進捗しています。

順調 

□

 柱２　社会で活躍するために必要な資質・能力の育成（P3～P9）

 （１）主体的な学びを促す教育活動の推進　等 

「外国人との積極的コミュニケーションが大切だと考える高等学校生徒の割合」は、高

校生の海外留学に係る費用の支援や留学フォーラムの開催による留学機運の醸成などに

よって目標を達成したものの、「「主体的な学び」が定着している児童生徒の割合（小・中・

高）」や「全国学力・学習状況調査における正答率 40％未満の児童生徒の割合（小・中）」

が目標をやや下回っているなど、取組がやや遅れています。

やや遅れ 

□

 柱１　就労・結婚・妊娠・出産の希望の実現を後押しする環境の整備（P10～P12）

 （１）将来を見通せる経済的基盤づくり　等 

「希望の子供数を持てていない人の割合」は、未達成となったものの、行政が行う経

済的支援の認知率やふれあい体験参加者の子育てイメージは上昇しているほか、その他

の成果指標は目標を達成しており、取組は概ね順調に進捗しています。

概ね順調 

☺
 柱２　妊娠期からの見守り・支援の充実（P13～P16）

 （１）妊娠期からの見守り・支援の仕組みづくり　 

（２）妊産婦支援・母子保健等の推進 

「安心して妊娠、出産、子育てができると思う者の割合」は、目標を達成しており、取

組は概ね順調に進捗しています。

概ね順調 

☺
 （３）周産期・小児医療体制の確保 

「周産期死亡率（妊娠 22週以降の死産と生後 1週未満の死亡の合計）（出産 1,000

対）」については、令和７年実績の公表が令和９年３月頃予定であることから、現時点で

は達成状況の判断はできませんが、直近５年（令和２年～令和６年）の平均は全国値を

下回っている状況であり、取組は概ね順調に進捗しています。

概ね順調 

☺

 柱３　子供の悩みに対する支援・居場所の充実（P17～P20）

 （１）子供のこころのケアの充実　等 

成果目標のひとつである「ヤングケアラーについて知っている人の割合」が 44.4％と目

標を達成するなど、取組は概ね順調に進んでます。

概ね順調 

☺
 柱４　多様なライフスタイルに応じた子育て環境の整備（P21～P26）

 （１）子育てを応援する職場環境の整備　 

「男性の育児休業取得率」は、全国平均値（R6：40.5％）を上回って上昇傾向で推移

し、直近の R6年度実績では目標値（40.0％）を上回る 53.8％を達成しており、取組は順

調に進捗しています。

順調 

□



2 

 

領域Ⅲ　配慮が必要な子供たちとその家族への支援 

 （２）質の高い幼児教育・保育の提供体制の確保　 

（３）放課後児童クラブの充実 

「質の高い幼児教育・保育の提供体制の確保」において、成果指標の「保育所の待機

児童数」は、２年連続で待機児童がゼロとなるなど、取組は概ね順調に推移していま

す。 

「放課後児童クラブの充実」においては、成果指標の「放課後児童クラブの低学年待

機児童数」は、ゼロにはなっていませんが、令和６年度の 21 人から令和７年度は７人に

大幅に減少しており、取組は概ね順調に進んでいます。

概ね順調 

☺

 （４）共育ての推進 

「家事・育児を頑張っている男性の割合（パートナーによる評価）」は 41.8％となって

おり、家庭内での家事・育児の女性への偏りは解消されておらず、取組がやや遅れていま

す。

やや遅れ 

□

 柱５　子供と子育てにやさしい生活環境と安全の確保（P27～P30）

 （１）みんなで子育て応援の推進　等 

「地域の中で、親子が落ち着いた気持ちで過ごせる場や、信頼できる人がいると感じ

る割合」は 75.4％となっており、取組がやや遅れています。

やや遅れ 

□

 柱１　児童虐待防止対策の充実（P31～P34）

 （１）児童虐待防止に向けた理解の促進 

体罰や暴言によらない子育ての浸透には一定の期間がかかるため、継続的に取り組むこ

とにしており、広島市と連携した児童虐待防止キャンペーン（オレンジリボンキャンペー

ン）を実施するなど、取組は概ね順調に進捗しています。

概ね順調 

☺
 （２）市町の機能強化の支援　 

令和８年度には市町こども家庭センターが全 23 市町で設置される見込みであるなど、

取組は概ね順調に進捗しています。

概ね順調 

☺
 （３）県こども家庭センターの機能強化　 

「県内で児童虐待により死亡した子供の人数」は、令和７年度も０人で、取組は順調に

進捗しています。

順調 

□

 柱２　社会的養育の充実・強化（P35～P37）

 （１）里親委託等の推進 

成果指標の「要保護児童の里親・ファミリーホームへの委託率」は、里親の高齢化等に

より委託可能な里親が不足していることなどによって未達成となったものの、新たな里親

支援体制として、広島市、県、事業者等里親支援に関わる関係者が連携して里親支援を実

施する体制の構築に向けて議論が進んでいるなど、取組は順調に推移しています。

概ね順調 

☺
 （２）施設の小規模かつ地域分散化、多機能化等 

（３）社会的養護のもとで生活する子供の自立支援の推進 

施設入所児童のうち、地域小規模児童養護施設で生活する子供の割合は、令和７年度時

点で 14.6％となり未達成となったものの、県内の地域小規模施設の整備は計画通り進ん

でおり、取組は概ね順調に推移しています。 

社会的養護のもとで生活する子供の進学率は令和６年度時点で 41.9％となっており、

目標は未達成となるなど、取組はやや遅れています。

やや遅れ 

□

 柱３　ひとり親家庭の自立支援の推進（P38～P39）

 （１）ひとり親家庭の子育てと生活への支援の充実 

（２）ひとり親家庭の子供の自立に向けた支援の充実 

「ひとり親家庭の子供の高等教育機関への進学率（高等学校卒業後）」については未達

成となっていますが、学習支援に関する事業を実施する市町は増えており、ひとり親家庭

概ね順調 

☺
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 の生活支援やひとり親家庭の子供の自立支援に関する取組は、概ね順調に進捗していま

す。

 柱４　障害のある子供等への支援（P40～P49）

 （１）地域における重層的な支援体制の構築 

「在宅の医療的ケア児の生活を支援する医療型短期入所定員数」は未達成となっている

ものの、「発達障害に係る地域ネットワーク支援体制が整備された市町数」は目標を達成

しており、取組は概ね順調に進捗しています。

概ね順調 

☺
 （２）幼保・小・中・高等学校等の支援体制の整備 

「個別の教育支援計画活用率（公立小学校）」は、前籍校（園）での個別の教育支援計画

を引継ぐことの重要性についての周知・啓発が不十分であったことなどにより未達成とな

ったものの、その他の指標は目標を達成しており、取組は概ね順調に進捗しています。

概ね順調 

☺
 （３）教員の専門性の向上 

小・中学校の通級による指導の担当教員、特別支援学級担任及び特別支援学校教員の「特

別支援学校教諭免許状保有率」は、特別支援学校に在籍する生徒等、特別支援学級に在籍

する生徒等及び通級による指導を受ける生徒等の増加に伴い教員数が増加したことなど

により未達成となっており、取組が遅れています。

遅れ 

□

 （４）特別支援学校における教育の充実 

「就職希望者のうち、卒業までに特別支援学校技能検定１級を取得した者の割合」は、

技能検定の会場まで移動が困難等の理由により、受検機会の確保が十分でなかったことな

どによって未達成となったものの、「特別支援学校高等部（本科）における就職希望者のう

ち、就職した者の割合」は目標を達成しており、取組は概ね順調に進捗しています。

概ね順調 

☺
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柱１

乳幼児期の質の高い教育・保育の推進
 

（１） 乳幼児期の教育・保育の充実
 （２） 家庭教育を支援する環境の整備

 令和 11 年度の目指す姿 現在の姿（令和７年度末）

 【乳幼児期の教育・保育の充実】 

▶　幼児教育アドバイザーによる園・所等への指

導・助言や子供理解に基づく評価の実施等を通

じて、乳幼児期の教育・保育の充実に取り組む

ことで、「遊び 学び 育つひろしまっ子！」推進

プランに掲げる５つの力（「感じる・気付く力」

「うごく力」「考える力」「やりぬく力」「人とか

かわる力」）が子供たちに育まれ、小学校以降の

教育の基礎が培われています。

 

▶　「遊び 学び 育つひろしまっ子！」推進プラ

ンに掲げる５つの力が育まれている年長児の

割合は 82.9％となっており、幼児教育アドバ

イザーによる園・所等への指導・助言や、「遊

び学び育つひろしまっ子！「育みシート」」を

使った園・所内研修を支援する等、乳幼児期

の教育・保育の充実に取り組むことにより、

小学校以降の教育の基礎が培われつつありま

す。

 ▶　また、幼保小連携・接続を進めることで、子

供の育ちと学びを円滑につなぐ教育活動が実

践され、小学校へ入学した子供が安心感をもっ

て登校でき、主体的な学びに向かっています。 

▶　幼保小連携・接続の取組が主体的な学びの授

業改善につながると肯定的に捉えている小学

校長の割合は 92.4％となっており、また実際

の授業改善につながっていると回答した割合

は 74.3％となっており、子供の主体的な学び

を実現するための環境づくりが進んでいま

す。 

 【家庭教育を支援する環境の整備】 

▶　生活に身近な場やネウボラ拠点における家

庭教育支援ボランティアによるイベントや、親

子が一緒に遊ぶことで「遊びは学び」を体験す

る機会を通じて、保護者が「遊びは学び」とい

う乳幼児期の教育・保育の基本的な考え方につ

いて共感的な理解を深めることで、子育てに対

する安心感が醸成されています。 

 

▶　「遊びは学び」を理解できたと回答した保

護者の割合は 98.8％となっており、「遊びは

学び」という乳幼児期の教育・保育の基本的

な考え方についての共感的な理解が進んで

います。
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 成　果　指　標
 

「遊び 学び 育つひろしまっ子！」推進プランに掲げる５つの力が育まれている年長児の割合

 

 主　　な　　取　　組　　と　　総　　合　　評　　価
 ≪「遊び 学び 育つひろしまっ子！」推進プロジェクト≫ 

令和６年２月に開発した「遊び学び育つひろしまっ子！「育みシート」」を使って、保育者

のかかわりや環境構成等を見直す園内研修等を幼児教育アドバイザーが支援しました。（123

件） 

また、園内研修の充実を目的としたミドルリーダー対象の往還型の研修（全４回）を実施

するとともに、日常的な保育を参観し、語り合う形の公開保育を 11 園・所等で実施しまし

た。 

さらに、保護者や県民の皆様に「遊びは学び」の考え方について、絵本との関りや音遊

び、工作遊び等身近な事例を通して分かりやすくお伝えするリーフレット（６種類）を開発

し、母子手帳アプリや県 SNS 等により幅広く情報発信を行いました。 

親子で工作遊び等を行い「遊びは学び」の考え方に触れていただく親子参加型行事「あそ

びのひろば」を市町、大学、NPO 法人や企業等、またネウボラの協力を得て実施しました。

（実施回数：15 回） 

 

成果指標の「「遊び 学び 育つひろしまっ子！」推進プランに掲げる５つの力が育まれてい

る年長児の割合」は、目標を達成しており、取組は順調に進捗しています。 

（％）
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柱２

社会で活躍するために必要な資質・能力の育成
 

（１） 主体的な学びを促す教育活動の推進
 （２） 

（３） 

（４） 

（５）

生徒指導及び教育相談体制の充実 

キャリア教育・職業教育の推進 

学びのセーフティネットの構築 

子供の健康・生活習慣づくり、運動習慣の確立

 令和 11 年度の目指す姿 現在の姿（令和７年度末）

 【主体的な学びを促す教育活動の推進】 

▶　基礎的な学力の確実な定着や、主体的な学び

を促す教育活動の推進、グローバル・マイン

ドの涵養を図る取組等により、すべての子供

たちにこれからの社会で活躍するために必要

な資質・能力が身に付いています。

 
▶　小・中学校では、「主体的な学びが定着して

いる生徒の割合」は、小学校 73.9％、中学校

66.2％となっており、中学校にやや遅れがみ

られるものの、これからの社会で活躍するた

めに必要な資質・能力が身に付いてきていま

す。 
▶　高等学校では、「主体的な学びが定着してい

る生徒の割合」は、68.8％、「外国人との積極

的コミュニケーションが大切だと考える高等

学校生徒の割合」は 75.8％となっており、こ

れからの社会で活躍するために必要な資質・

能力がおおむね身に付いてきています。

 【生徒指導及び教育相談体制の充実、学びのセー

フティネットの構築】 

▶　学校内外での子供たちの居場所づくりや相

談・支援体制の充実に向けた取組等により、

家庭の経済的事情等にかかわらず、すべての

子供たちが生涯にわたって自己の能力と可能

性を最大限に高め、多様な個性・能力を更に

伸ばし生かしていく教育が実現しています。

 

 

▶　SSW の配置拡充など、各学校における教育相

談体制の充実を図ることにより、複雑化・多様

化する事案に対して、早期の対応や切れ目の

ない支援につながっています。 

▶　複雑化・多様化するいじめ事案をはじめとし

た生徒指導上の諸課題に対し、各学校におい

て、福祉機関をはじめとする関係機関等と連

携を図りながら事案の背景要因を丁寧に探

り、早期の対応につなげるための取組が進め

られています。 

▶　不登校ＳＳＲ推進校について、令和７年度は

指定校を 42 校から 54 校へ拡充し、児童生徒

の実態に応じた支援の充実を図るほか、学校

以外の相談窓口に関する情報を広報誌や SNS

で発信し、相談・支援体制の充実が図られてい

ます。 

▶　「全国学力・学習状況調査における正答率

40％未満の児童生徒の割合」は、小学校

17.6％、中学校 31.1％となっています。
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令和 11 年度の目指す姿 現在の姿（令和７年度末）

 【キャリア教育・職業教育の推進】 

▶　子供たちが夢や目標を持ち、自己の生き方や

働き方について考えを深めながら、職業生活

や日常生活に必要な知識や、技能、技術を主

体的に身に付けることで、社会の激しい変化

に流されることなく、それぞれが直面するで

あろう様々な課題に柔軟かつ、たくましく対

応し、社会的・職業的自立を実現していく力

が身に付いています。

 

▶　「将来の夢や目標をもっていると肯定的に

回答した生徒の割合」は、73.1％であり、職

業生活や日常生活に必要な知識や社会的・職

業的自立を実現していく力がおおむね身に付

いてきています。

 【子供の健康・生活習慣づくり、運動習慣の確

立】 

▶　子供たちに、食や睡眠、運動といった基本的

な生活習慣が身に付き、社会で活躍するため

に必要な資質・能力を育む下支えとなってい

ます。

 

 

▶　「運動やスポーツが好き」と答える児童生

徒は、全国平均値より高い水準を保っている

一方で、日常の運動時間の確保には必ずしも

つながっていない状況です。
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 成　果　指　標
 

「主体的な学び」が定着している児童生徒の割合（小学校）

 

 
「主体的な学び」が定着している児童生徒の割合（中学校）

 

 
「主体的な学び」が定着している児童生徒の割合（高等学校）

 

 
各高等学校で設定した育成すべき資質・能力を身に付けた生徒の割合

 

（％）

（％）

（％）
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 成　果　指　標
 

外国人との積極的コミュニケーションが大切だと考える高等学校生徒の割合

 

 
いじめの解消率（公立小・中・高・特別支援学校）

 

 
不登校児童生徒への支援の結果、好ましい変化が見られた児童生徒の割合（公立小・中学校）

 

 
中途退学率（公立高等学校）

 

（％）

（％）

（％）

R8.9 判明

（％）
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 成　果　指　標
 

将来の夢や目標を持っていると肯定的に回答した生徒の割合（高等学校）

 

 
全国学力・学習状況調査における正答率 40％未満の児童生徒の割合（小学校）

 

 
全国学力・学習状況調査における正答率 40％未満の児童生徒の割合（中学校）

 

 
県内児童（小学６年生）の朝食欠食率

 

（％）

（％）

（％）

（％）

R8.10 判明
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 成　果　指　標
 

県内児童（小学６年生）で毎日、同じくらいの時刻に寝ている割合

 

 運動（体を動かす遊びを含む）やスポーツが「やや嫌い」「嫌い」と答える生徒の割合 

（公立中学校第２学年男子）

 

 運動（体を動かす遊びを含む）やスポーツが「やや嫌い」「嫌い」と答える生徒の割合 

（公立中学校第２学年女子）

 

（％）

（％）

（％）
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 主　　な　　取　　組　　と　　総　　合　　評　　価
  

≪「学びの変革」推進事業≫ 

　小・中学校では、児童生徒の主体的な学びを促進に向けて、 

　・　指定地域における探究的な学びを中核にしたカリキュラムの全県普及のため、全ての

指定地域での公開研究会の開催 

　・　各学校における研究授業を中核とした授業改善サイクルの確立のため、市町の「学び

の変革」推進協議会における指導主事による指導助言 

などに取り組みました。 

 

高等学校では、生徒の主体的な学びを促進するため、 

・　ＳＴＥＡＭ教育の視点を取り入れ、教科等横断的な視点での各学校のカリキュラムの

質的改善 

・　カリキュラム・マネジメントの視点から効果的な授業研究を進めるための校内研修を

実施できるミドルリーダーを育成する研修の実施 

などに取り組みました。 

また、生徒のグローバル・マインドの涵養を図るため、 

・　県立学校と海外姉妹校等が交流を行う際の経費や、生徒が海外留学を行う際の費用の

支援 

　・　留学に関する個別相談が行うことができる留学フォーラムの開催 

などの取組を行いました。 

 

≪学びのセーフティネット構築事業≫ 

個々の児童生徒の学習のつまずきに対応した指導をはじめとする、児童生徒の興味関心・

特性等に応じた学習支援や日本語指導が必要な児童生徒への支援の充実に向けて、 

　・　児童生徒の学習のつまずきを把握するための「学びの基盤に関する調査」の提供 

　・　同調査の活用に係る研修の実施 

　・　市町教育委員会主催研修や学校の校内研修への指導主事の派遣 

などに取り組みました。 

 

課題を抱える児童生徒への支援を早期に講じるために、福祉や医療機関をはじめとする関

係機関による適切な支援につなげる体制を構築することなどを目的に、中学校区等に「福祉

部門等の専門家」であるスクールソーシャルワーカーを配置するとともに、県教育委員会に

スーパーバイザーを配置しました。 

 

　指定した不登校ＳＳＲ推進校には、担当教員を加配するとともに、不登校支援センター等

から指導主事が定期的に訪問し、不登校等児童生徒への支援の強化・充実を図りました。 

 

教育費負担を軽減する各種制度をまとめて掲載したリーフレットを作成し、各校で活用し

ている保護者連絡ツール等を活用したデジタルデータでの周知について、各校に協力を依頼

するなど、支援を必要とする生徒・保護者に対して、各種制度の広報に取り組みました。 

 

　成果指標の「外国人との積極的コミュニケーションが大切だと考える高等学校生徒の割

合」は、高校生の海外留学に係る費用の支援や留学フォーラムの開催による留学機運の醸成

などによって目標を達成したものの、「「主体的な学び」が定着している児童生徒の割合

（小・中・高）」や「全国学力・学習状況調査における正答率 40％未満の児童生徒の割合

（小・中）」が目標をやや下回っているなど、取組がやや遅れています。 
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柱１

就労・結婚・妊娠・出産の希望の実現を後押しする環境の 

整備
 

（１） 将来を見通せる経済的基盤づくり
 （２） 結婚を希望する人への支援  

不妊治療等支援体制の充実  （３）

 令和 11 年度の目指す姿 現在の姿（令和７年度末）

 【将来を見通せる経済的基盤づくり、結婚を希

望する人への支援】 

▶　若い世代や子育て世帯の経済的基盤の安定

化と、子育てや教育に係る負担軽減が図られ、

また、ライフステージに応じた支援制度の認

知が進むことにより、将来への不安が軽減さ

れるとともに、出会いの機会の創出等の支援

が講じられ、結婚や、子供を持ちたいという

希望を実現しやすい環境整備が進んでいま

す。

 

 

▶　子育てや教育に係る負担軽減のための支援

や、支援制度の周知などが進められているとこ

ろですが、希望の子供数を持てていない人の割

合は３割を超える状況が続いています。

 ▶　若い世代が結婚や子育てに対してポジティ

ブなイメージを抱き、仕事、結婚、妊娠・出

産、子育てなど将来のライフデザインを、希

望を持って描くことができています。

▶　結婚や子育てにポジティブなイメージを持

っている若者の割合は、52％となっています。

 【不妊治療等支援体制の充実】 

▶　不妊や不育に悩む人や治療に不安を抱える

人が相談しやすい環境が整い、不妊・妊娠に

関する正しい知識が浸透し、夫婦が共に若い

年齢で不妊検査を受けることができていま

す。

 

▶　広島県不妊専門相談センターにおいて、不妊

や不育に関する悩みの相談対応を行うととも

に、妊活特設サイトへのアクセスを図ることな

どにより、不妊・妊娠に関する正しい知識の浸

透が進み、夫婦そろっての早期の不妊検査受診

が増えつつあります。

 ▶　また、治療が必要な場合は、経済的負担を理

由に治療を断念したり、選択肢を狭めたりす

ることなく、仕事とも両立しながら、希望す

る治療を受けることができる環境整備が進ん

でいます。

▶　不妊検査・不妊治療の助成に係る認知率が、

令和５年度の 68.9％から 69.9％に増加すると

ともに、広島県特定不妊治療支援事業により、

1,871 件の助成を実施するなど、希望する治療

を受けることができる環境整備が進んでいま

す。
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 成　果　指　標
 

希望の子供数を持てていない人の割合

 

 
結婚や子育てにポジティブなイメージを持っている若者の割合

 

 
不妊検査・不妊治療の助成に係る認知率

 

（％）

（％）

（％）
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 主　　な　　取　　組　　と　　総　　合　　評　　価
 ≪ひろしま子育てもっと応援事業≫ 

「子供を持つことへのネガティブなイメージが先行している」などの県民意見を踏まえ、

子育てに係るポジティブイメージの浸透等に関する調査を実施し、 

・　子供のいない層に対しては実際に子供と触れ合うことや具体的な子育て費用を知るこ

とで、子供・子育ての解像度を上げる施策が有効と考えられること、 

・　子供がいる層に対しては「頑張りすぎない」、「自分を大切にしていい」といった親と

してのプレッシャーを軽減する観点の施策が有効と考えられること、 

という今後の施策の方向性を整理しました。 

これを踏まえ、子育てに関する日常の出来事などの体験を募集し、子育てに関するポジテ

ィブな気づきや共感を広げることを目的とした、「ひろしま子育て発見キャンペーン」や、乳

幼児とのふれあい体験、経済的支援制度を見える化した「ひろしま FamNAVI+」の機能拡充を

実施するなど、若い世代が、子供・子育てにポジティブなイメージを持つことができるよう

取り組みました。 

 

≪出会い・結婚支援こいのわ事業≫ 

会員登録した独身の若者に、行政や民間企業等の出会い・結婚のイベント等に関する情報

を提供する「こいのわ出会いサポートセンター」への補助や、イベントの運営支援やカップ

ルのフォローを行う「こいのわボランティア」の育成など、多様な主体による若者の出会い

の機会の創出を支援し、結婚を希望する若者の出会いのきっかけづくりに取り組んだことな

どによって、参考指標であるサポートセンター会員数は 18,427 人となり、目標を上回って達

成するなど、一定の成果がありました。 

また、未婚化・晩婚化の背景にある様々な要因を把握するため、令和７年度に、県民の結

婚の意識に関する調査を実施し、結婚の希望がある若者が行動に踏み出せていない背景とし

て、ＳＮＳ等の影響によって結婚へのハードルの高さやネガティブなイメージを抱いている

こと等を明らかにすることができました。 

 

≪不妊治療支援事業≫ 

不妊や不育に関する悩みに対応するため、広島県不妊専門相談センターを運営し、電話や

オンラインによる相談対応や妊活交流会の実施などに取り組みました。 

また、夫婦そろっての不妊検査を後押しするため、ふたりの妊活全力応援キャンペーンを

実施するなど、不妊・妊娠に関する正しい知識の浸透に取り組みました。 

加えて、広島県不妊検査費等助成事業や広島県特定不妊治療支援事業を実施し、不妊治療

に要する経済的負担の軽減に取り組みました。 

 

成果指標の「希望の子供数を持てていない人の割合」は、未達成となったものの、行政が

行う経済的支援の認知率やふれあい体験参加者の子育てイメージは上昇しているほか、その

他の成果指標は目標を達成しており、取組は概ね順調に進捗しています。 
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柱２

妊娠期からの見守り・支援の充実
 

（１） 妊娠期からの見守り・支援の仕組みづくり
 （２） 妊産婦支援・母子保健等の推進

 令和 11 年度の目指す姿 現在の姿（令和７年度末）

 【妊娠期からの見守り・支援の仕組みづくり】 

▶　市町のネウボラ拠点と医療機関や保育施設、

地域子育て支援拠点等、子育てに関わる関係

機関が一体となって子育て家庭を見守り、支

援が必要な家庭を把握した場合は、速やかに

適切な支援につなげる「ひろしまネウボラ」

の仕組みが全市町で構築されています。

 

▶　ひろしまネウボラの実施市町数は、令和６年

度の 18 市町から３市町増え 21 市町になるな

ど、ひろしまネウボラの仕組みが全県で構築さ

れつつあります。

 ▶　また、一部の市町では、ネウボラ拠点を含む

福祉関係の各部署、小・中学校等が保有して

いる子供や子育て家庭に関する情報を一元

化し、ＡＩによるリスク予測を活用すること

で、子供の育ちにつながるリスクを早期に把

握し、子供や家庭の予防的な支援につなげて

います。

▶　福祉や教育などの子供の育ちに関係する情

報を統合しＡＩにより分析することで、令和 7

年 12 月末時点で、これまで市町が把握してい

なかった予防的支援が必要な児童 115 名を新

たに把握するなど、リスクを早期に把握するこ

とにつながっています。

 【妊産婦支援・母子保健等の推進】 

▶　妊娠や出産、子育てに関する正しい知識が認

知され、すべての妊産婦・乳幼児が、必要な

健康診査・検査を受け、心身の不調や子育て

への不安について相談することができていま

す。

 

▶　令和６年度の産婦健康診査（１回目）の受診

率は 90.4％、令和６年度の１歳６か月児健康

診査及び３歳児健康診査の受診率はそれぞれ

96.1％と 94.3％であり、必要な健康診査・検査

について、すべての妊産婦・乳幼児の受診には

至っていません。

 ▶　また、健康診査・検査実施医療機関や相談機

関と市町のネウボラ拠点、治療や療育を行う

専門機関等との連携体制が構築され、心身の

不調や疾患、発育・発達の障害等の可能性の

ある妊産婦・乳幼児が把握された場合は、市

町のネウボラ拠点を中心に継続的なフォロー

を行い、早期に適切な支援、治療、療育等に

つなげることができています。

▶　広島県新生児・小児聴覚検査精度管理システ

ムの登録児における新生児聴覚検査の確認検

査日から二次・精密検査初診日までの期間は、

前年度と比較して短縮傾向がみられており、シ

ステムを活用した関係機関での連携体制が構

築・運用され、支援が必要な児童へのフォロー

が行われています。



領域Ⅱ　安心して子供を持つことができ、子供たちが健やかに育つ環境づくり

14

74.0 76.0 78.0 80.0 82.0 

72.5 74.1

60.0 

70.0 

80.0 

90.0 

プラン策定時

（Ｒ５）

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11

目標 実績

 成　果　指　標
 

安心して妊娠、出産、子育てができると思う者の割合

 

 主　　な　　取　　組　　と　　総　　合　　評　　価
 ≪ひろしまネウボラ構築事業≫ 

対面及びオンラインによる人材育成研修を実施し、面談の対応力向上のため、面談スキル

に関するケーススタディやロールプレイなどを含めた研修を実施することで、ネウボラ業務

に従事する市町職員が知識・スキルの習得を促進しました。 

 

≪子供の予防的支援構築事業≫ 

これまでのモデル事業に取組に係る成果と課題をとりまとめ、これまで市町が把握してい

なかった予防的に支援が必要な児童累計 115 名を新たに把握するなど、成果がありました。 

また、児童福祉の専門家から、AI の予測精度を向上させるためにはデータ項目の追加が必

要であるなどの意見を聴取し、市町へフィードバックしました。 

 

成果指標の「安心して妊娠、出産、子育てができると思う者の割合」は、目標を達成して

おり、取組は概ね順調に進捗しています。

（％）
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柱２

妊娠期からの見守り・支援の充実
 

（３） 周産期・小児医療体制の確保

 令和 11 年度の目指す姿 現在の姿（令和７年度末）

 ▶　妊産婦及び子供たちが、安心して質の高い周

産期・小児医療を受けることができる体制が

確保されています。

▶　直近５年平均の小児死亡率は 0.17 で全国よ

り低い水準となっており、また、周産期死亡率

は 3.2 で全国を下回るなど、妊産婦及び子供

たちが居住地に左右されることなく、必要な

ときに医療へ円滑につながり、安心して医療

を受けられる体制の確保が進んでいます。
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R9.3判明

 

 成　果　指　標
 周産期死亡率（妊娠 22 週以降の死産と生後１週未満の死亡の合計） 

（出産１,000 対）

 

 
小児死亡率(15 歳未満)（小児人口 1,000 対）

 

 主　　な　　取　　組　　と　　総　　合　　評　　価
 ≪医師育成奨学金貸付金・女性医師等就労環境整備事業≫ 

県内の地域医療に貢献する医師を養成・確保するため、広島大学医学部等にふるさと枠

（地域枠）を設けることで、地域医療に従事する医師の育成に取り組みました。 

　奨学金医師数は、令和６年度の 189 人から令和７年度の 206 人へ増加しており、取組は概

ね順調に進捗していると考えられます。 

　また、育児・介護中の女性医師等の復職や勤務継続支援など、就労環境改善の取組を行う

病院等の支援を行いました。 

　県内の女性医師数は、令和４年の 1,653 人から令和６年の 1,729 人へ増加しており、取組

は概ね順調に進捗していると考えられます。 

 

≪広島県周産期医療システム運営事業・周産期母子医療センター運営支援事業≫ 

医療資源の集約化・重点化を推進するとともに、高度・専門的医療および救急医療等の医

療機能の維持・強化を図るため、周産期医療システムの運営、災害時小児周産期リエゾン活

動の実施、小児周産期医療に関する研修会の開催、周産期母子医療センターの運営に対する

補助等に取り組みました。 

 

成果指標である「周産期死亡率（妊娠 22週以降の死産と生後 1週未満の死亡の合計）（出

産 1,000 対）」については、令和７年実績の公表が令和９年３月頃予定であることから、現時

点では達成状況の判断はできませんが、直近５年（令和２年～令和６年）の平均は全国値を

下回っている状況であり、取組は概ね順調に進捗しています。 

直近５年間での平均値を全国平均値以下で維持

直近５年間での平均値が現状値未満

R9.3 判明
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柱３

子供の悩みに対する支援・居場所の充実
 

（１） 子供のこころのケアの充実
 （２） 子供の性被害への対策の充実
 （３） 不登校の子供への支援
 （４） ヤングケアラーへの支援
 （５） ひきこもり支援等の充実
 （６） 子供の居場所づくりの推進

 令和 11 年度の目指す姿 現在の姿（令和７年度末）

 【子供のこころのケアの充実、不登校の子供への

支援、ひきこもり支援等の充実、子供の居場所づ

くりの推進】 

▶　様々なニーズや特性を持つ子供・若者が安

全で安心して過ごすことのできる場が整備さ

れ、学校内外での相談支援体制が充実すると

ともに、困難を有する子供・若者が身近な地

域で年齢階層で途切れることなく必要な支援

を受けられる環境整備が進み、子供・若者が

ひとりで悩みを抱え込まず、自分にとって相

談しやすい窓口とつながっています。

 

 

 

▶　子供・若者が安全で安心して過ごすことので

きる居場所の運営の実態や課題が明らかにな

り、そういった居場所が十分かつ安定的に運

営され、子供・若者がその情報を容易に知るこ

とができる環境づくりが進みつつあります。 

▶　また、困難を抱える子供・若者に対しては、

校内教育支援センター（ＳＳＲ）が不登校児童

生徒にとって、安全・安心で成長できる居場所

となっているほか、LINE を活用した「こころ

のライン相談＠広島県」などの相談しやすい

窓口の充実が図られています。 

 【子供の性被害への対策の充実】 

▶　子供や保護者が子供の性被害に関する知識

や意識を高め、性犯罪に巻き込まれることを

未然に防止することができる力を身に付ける

とともに、性犯罪・性暴力被害者が、被害を抱

えず、相談窓口に相談できています。

 

▶　学校における生命の安全教育や相談窓口の

設置やアンケートの実施など、子供や保護者

の性被害に関する知識や意識も高まっていま

す。被害者・加害者・傍観者にならないよう啓

発・指導が進められていますが、不幸にも被害

を受けたり、傍観者となってしまう児童生徒

が存在しています。また、被害者の中には被害

を相談できずにいる場合があります。 

▶　また、性被害ワンストップセンターひろしま

における令和７年度の新規相談件数のうち、

子供の被害に関する相談割合は令和 6 年度の

26％から 29％に増加しているものの、認知度

は目標達成できておらず、以前低い状況が続

いています。 
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令和 11 年度の目指す姿 現在の姿（令和７年度末）

 【ヤングケアラーへの支援】 

▶　ヤングケアラーとその家族が、地域や様々な

関わりの中で見守られながら、それぞれの意

向や希望に応じて必要な支援を受けることが

できており、ヤングケアラー本人の学業や友

人関係、将来等への不安、ならびに家族全員が

日々の生活に不安を感じることなく暮らすこ

とができています。

 

▶　ヤングケアラーを「知っているし、理解して

いる」は R６年度 37%から 44.4％になっていま

す。なお、「聞いたことはあるが、よく分から

ない」は 32.4％から 31%に、「聞いたことがな

い」は 30.5％から 24.6%となり、全体的に認

知度が向上しており、ヤングケアラーへの理

解が進んでいます。 

また、ヤングケアラーへの理解促進や支援

体制づくりに取り組む市町数（研修会等の開

催市町数）は 19 市町になっており、市町のヤ

ングケアラーへの取組が着実に進められてい

ます。
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 成　果　指　標
 悩み事があるとき、だれにも相談できない、相談したくないと回答した子供の割合 

（小学５年生）
 

 悩み事があるとき、だれにも相談できない、相談したくないと回答した子供の割合 

（中学２年生） 
 

 
ヤングケアラーについて知っている人の割合

 

５年に１度の調査であるため、 
Ｒ６～Ｒ９の調査なし

（％）

（％）
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 主　　な　　取　　組　　と　　総　　合　　評　　価
 ≪いのち支える広島プラン推進事業≫ 

　LINE を活用した SNS 相談事業として「こころのライン相談＠広島県」を継続実施するとと

もに、検索連動広告や SNS への掲載、LINE 広告等 ICT を活用した相談窓口の広報を積極的に

実施しました。 

　また、市町等の地域の関係機関を対象とした自殺対策担当者会議・研修等を開催すること

により、支援に必要な情報の提供や意見交換等を行い、地域の関係づくりに取り組みまし

た。 

 

≪性被害ワンストップセンターひろしま運営事業≫ 

子供・若者が相談窓口に相談できるようにするため、県内小学５年生、中学１年生及び高

校１年生を対象にリーフレットを配布するとともに、小学校高学年に対しては学齢に応じた

内容のリーフレットを配布し、相談窓口の周知に取り組みました。 

若者については、電話相談に苦手意識があり、チャットやＳＮＳの活用を好むことから、

チャットによる相談受付をホームページに掲載し、相談へのハードルを下げることに取り組

みました。 

 

≪ヤングケアラー普及啓発≫ 

広報物（ポスター、ステッカー、リーフレット、啓発マンガ・啓発動画）を作成し、「秋の

こどもまんなか月間」にあわせ、ヤングケアラーに関する広報啓発を実施しました。 

ヤングケアラーコーディネーターを配置し、県内 23 市町を訪問し、ヒアリングを実施しま

した。関係機関の役割分担等が記載された支援マニュアルを作成し、市町に説明会を開催す

るなどの市町支援に取り組みました。 

学校関係者や福祉関係者への出前講座や、市町担当者に対する研修を実施し、市町へのヒ

アリング調査で得た好事例の横展開などにより、課題の早期発見や対応力の向上を図りまし

た。 

 

≪子供の居場所づくり推進事業≫ 

今後の取組を検討するため、県内の子供・若者が利用する「居場所」運営の実態を把握す

るための調査を実施し、その結果を踏まえて、令和８年度からの取組内容を整理し、県内の

居場所情報の発信や、運営者等への研修会を通じたネットワーク構築等に取り組むこととしました。 

 

成果目標のひとつである「ヤングケアラーについて知っている人の割合」は 44.4%と前年

度より 7.4%上昇し、目標を達成するなど、取組は概ね順調に進捗しています。 
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柱４
多様なライフスタイルに応じた子育て環境の整備

 
（１） 子育てを応援する職場環境の整備

 令和 11 年度の目指す姿 現在の姿（令和７年度末）

 ▶　多くの県内企業において働き方改革の自律

的な取組が定着するとともに、ライフスタイ

ルの変化に応じて短時間勤務やテレワーク等

の時間や場所にとらわれない柔軟で多様な働

き方を選択できる制度が定着して利用される

など、男性・女性に関わらず、県内の子育て

中の従業員が、自分の職場は子育てしやすい

環境であるという実感が高まっています。

▶　一人当たりの有給休暇取得率は 65.4％（令

和５年度）から 65.8％（令和６年度）に増加

するとともに、テレワーク等のデジタル技術

を活用した時間や場所にとらわれない柔軟な

働き方に取り組む企業の割合は、コロナ禍を

経て 28.6％（令和２年度）から 41.3％（令和

６年度）に増加するなど、男性・女性に関わら

ず子育て中の従業員が子育てしやすい職場環

境の整備が進んでいます。

 ▶　また、特に、乳幼児期における男性従業員の

育児への参画については、育児休業制度の利

用を希望する男性が、躊躇することなく自ら

の選択で、積極的に育児休業を取得できる職

場環境となるなど、男性従業員が十分に子育

てに携わることができています。

▶　令和６年度の広島県内企業における男性の

育児休業取得率は 53.8％と、全国平均値

（40.5％）を上回るなど上昇傾向で推移して

おり、育児休業を取得しやすい雇用環境の整

備や男性従業員の育児参画に対する意識醸成

は着実に進み、男性が育児休業を取得しやす

い職場環境づくりが進んでいます。

 成　果　指　標
 

男性の育児休業取得率

 

R8.11 判明
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 主　　な　　取　　組　　と　　総　　合　　評　　価
 ≪人的資本経営促進事業≫ 

時間や場所にとらわれない柔軟な働き方や個々の能力を発揮できる多様な働き方等、それ

ぞれのライフスタイルに応じて働くことができる労働環境の整備とともに、従業員の働きが

いやモチベーションの向上を図る人的資本経営の実践に向けた支援に取り組みました。 

　具体的には職場環境に関する自社の現状や人材育成の取組などを可視化する「広島県人的

資本開示ツール」の利用促進を図るとともに、人材に関する幅広い課題の解決に取り組む事

業者への補助等の実践支援に取り組みました。 

 

≪女性活躍促進・仕事と家庭の充実応援事業≫ 

男性従業員が育児休業を取得し、育児に参画しやすい職場環境整備の促進を図るため、県

内企業が取り組んでいる「男性の育児休業の取得促進に向けた取組」の中で、他の企業の参

考となる優良事例（ベストプラクティス）を募集し、県のホームページ等でＰＲしたほか、

協定に基づく「広島県イクメン推進アンバサダー」による企業訪問動画や深掘り記事等、

様々な形で県内企業における取組の周知に取り組みました。 

 

成果指標の「男性の育児休業取得率」は、全国平均値（R6：40.5％）を上回って上昇傾向

で推移し、直近の R6年度実績では目標値（40.0％）を上回る 53.8％を達成しており、取組

は順調に進捗しています。 
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柱４

多様なライフスタイルに応じた子育て環境の整備
 

（２） 質の高い幼児教育・保育の提供体制の確保
 （３） 放課後児童クラブの充実

 令和 11 年度の目指す姿 現在の姿（令和７年度末）

 【質の高い幼児教育・保育の提供体制の確保】 

▶　保育需要に基づく施設整備や多様化する保

育ニーズに応じた保育環境の整備が進み、保

育を必要とする子供がいつでも保育所、認定

こども園等に入所することができています。 

 

▶ 令和７年４月１日時点の待機児童はゼロとな

り、令和６年に続き、２年連続で待機児童が解

消されています。 

 

 ▶　保育施設では、必要な保育士が確保されると

ともに、研修の受講や職責に応じた処遇改善、

職場環境の改善等を通して、保育士のスキル

アップや離職防止が図られることで、保育の

質が向上し、子育て家庭が安心して子供を預

けられる環境が整っています。

▶　令和７年の目標就業保育士数は 14,576 人と

なっており、実績は令和 R8.12 月頃判明する

予定です。また、令和７年度において、県が開

催した保育士等キャリアアップ研修を 2,922

人の園・所等に所属する教員・保育士等が受講

し、職責に応じた保育の質の向上が図られ、子

育て家庭が安心して子供を預けられる環境づ

くりが進んでいます。

 【放課後児童クラブの充実】 

▶　全市町で希望した児童が、利用要件を満たせ

ばいつでも放課後児童クラブを利用すること

ができて、安心して過ごせる生活や遊びの場

が提供されています。

 

▶　低学年の待機児童数は、ゼロにはなっていま

せんが、市町と連携した放課後児童クラブの

施設整備が進み、低学年の待機児童数が、令和

６年度の21人から令和７年度は７人に大幅に

減少しています。
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 成　果　指　標
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放課後児童クラブの低学年待機児童数（10/1 時点）

 

目標０人
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 主　　な　　取　　組　　と　　総　　合　　評　　価
 ≪１・２歳児受入促進事業・保育士人材バンク≫ 

待機児童の大半を占める１・２歳児の受入れを促進するため、待機児童が発生している市町の

私立保育施設（保育所及び認定こども園）に対して、新たな１・２歳児の受入れによる公定価格

が人件費相当に達しない場合、その差額を補助しました。（６市町） 

保育士人材バンクの求人情報の充実や、求職登録者数の増加に向け、保育士就業支援員による

広報活動を行うとともに、合同就職説明会（保育士就職ナビ）を広島市、福山市で実施し、指定

保育士養成施設の学生を中心に 406 人の参加（広島市:240 人、福山市:166 人）がありました。 

 

≪延長保育・病児保育事業≫ 

子供がやむを得ない理由により通常の利用日、利用時間帯以外の日及び時間において保育所や

認定こども園等で保育を受けた場合や、子供が疾病にかかっている場合に保護者の労働もしくは

疾病等を理由に保育を受けた場合、事業を実施する市町に対し、費用を交付しました。（21 市

町） 

 

≪放課後児童クラブ室整備事費≫ 

　市町の子ども・子育て支援事業計画（令和７～11 年度）に基づき、待機児童の解消や多様化し

ていく保育ニーズに対応する保育環境を整備するため、受け皿である放課後児童クラブの施設整

備に対する市町支援を行いました。（６市町７箇所（９支援単位）） 

 

≪放課後児童支援員研修事業≫ 

　放課後児童クラブは、現在、県内 22 市町で実施されていますが、放課後児童指導員研修を 4　

66 人が受講し、放課後児童クラブで児童に関わる職員のうち、放課後児童支援員の割合は、令和

６年度末で 78.7％となっています。 

 

「質の高い幼児教育・保育の提供体制の確保」において、成果指標の「保育所の待機児童数」

は、２年連続で待機児童がゼロとなるなど、取組は概ね順調に推移しています。 

「放課後児童クラブの充実」においては、成果指標の「放課後児童クラブの低学年待機児童

数」は、ゼロにはなっていませんが、令和６年度の 21 人から令和７年度は７人に大幅に減少して

おり、取組は概ね順調に進んでいます。 
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柱４
多様なライフスタイルに応じた子育て環境の整備

 
（４） 共育ての推進

 令和 11 年度の目指す姿 現在の姿（令和７年度末）

 ▶　男女が共に主体的に家事や子育てに参画す

る「共育て」への理解が社会全体で進み、家

庭内で家事・育児の負担が女性に偏っている

傾向が改善されています。

▶　「共家事・共育て」を職場から応援する協賛

企業の認定など、社会の理解は進みつつあり

ますが、令和７年度の「家事・育児を頑張って

いる男性の割合（パートナーによる評価）」は

41.8％となっており、家庭内での家事・育児の

女性への偏りは解消されていません。

 成　果　指　標
 

家事・育児を頑張っている男性の割合（パートナーによる評価）

 

 主　　な　　取　　組　　と　　総　　合　　評　　価
 ≪ひろしま子育てもっと応援事業≫ 

当事者の意識啓発や行動変容を促すため、SNS を活用した情報発信や、県民参加型キャン

ペーンを実施しました。 

　また、「共家事・共育て」を職場から応援するとともに、社会全体の意識改革を進めるた

め、県が認定した協賛企業と連携し、共家事・共育てに取り組みやすい環境づくりに取り組

みました。 

 

　成果目標の「家事・育児を頑張っている男性の割合（パートナーによる評価）」は 41.8％

となっており、家庭内での家事・育児の女性への偏りは解消されておらず、取組がやや遅れ

ています。
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柱５

子供と子育てにやさしい生活環境と安全の確保
 

（１） みんなで子育て応援の推進
 （２） 子育て住環境の整備
 （３） 

（４） 

（５） 

（６）

子供と子育てにやさしいまちづくりの促進 

子供の防災の取組の推進 

子供の防犯・非行防止の取組の推進 

子供の交通安全の取組の推進

 令和 11 年度の目指す姿 現在の姿（令和７年度末）

 【みんなで子育て応援の推進】 

▶　地域の子育て支援者・団体等による様々な子

育て支援活動が活発に行われ、親子が安心し

て過ごせる場や交流・相談の機会が充実して

います。

 

▶　電話やオンライン等、様々な方法で交流や相

談ができる環境の整備は進んでいるものの、

「地域子育て支援拠点」の数は目標を下回っ

ているなど、親子が安心して過ごせる場や交

流・相談の機会の充実は、やや遅れています。

 ▶　また、こうした多面的な見守りを通して、支

援が必要な子育て家庭が把握された場合は、

市町のネウボラ拠点と連携して必要な支援に

つなげることができる仕組みが構築されてい

ます。

▶　オンラインでの相談・交流の中で、支援が必

要な妊産婦や親子がいた場合は、市町のネウ

ボラ・母子保健窓口につなげることができる

仕組みが構築されています。

 ▶　企業・団体等が、子育て家庭向けのサービス

の提供に自主的に取り組むなど、子育て家庭

にやさしいサービスが社会に定着し、子育て

家庭が子連れで外出しやすい環境づくりが進

んでいます。

▶　「子育て応援イクちゃんサービス」の認知度

は目標を達成したものの、登録店舗数及び

Kids☆めるまが会員数は目標を下回っている

など、子育て家庭が子連れで外出しやすい環

境づくりはやや遅れています。

 【子育て住環境の整備、子供と子育てにやさし

いまちづくりの促進】 

▶　子育てしやすい仕様や立地環境を備えた住

宅の普及や、公共交通機関や都市公園のバリ

アフリー化等、子育て家庭が暮らしやすい環

境整備が進んでいます。

 

 

▶　子育てスマイルマンションの供給戸数が

2,805 戸から 2,870 戸に増加するなど、子育

てしやすい仕様や立地環境を備えた住宅の普

及が進んでいます。 

▶　低床バス等の導入率が 91.8%（令和６年

度）と、乗合バス車両におけるバリアフリー

化が進んでいます。また、鉄軌道駅のバリア

フリー化も主要な駅から順次進められていま

す。 
▶　都市公園におけるバリアフリー化は，園路は

49.0％，便所 28.0％，駐車場等の公園施設は

54.0％（令和６年度）と、順次進められていま

す。
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令和 11 年度の目指す姿 現在の姿（令和７年度末）

 【子供の防災の取組の推進】 

▶　子供たち一人一人が、地震や台風等の自然

災害のメカニズムや予想される被害について

の理解を深め、災害の危険に際して、主体的

に判断し、適切に行動する力が身に付いてい

ます。 

 

▶　災害の状況に応じて児童生徒等が主体的に

行動できるよう、全ての公立学校で、地域の

災害想定区域等の状況や、災害の種別に応

じ、より実効性が高まるよう工夫した避難訓

練が実施されています。 

▶　また、県内の 96.3％の小学校がマイ･タイ

ムラインの作成に取り組むなど、いざという

時に子供たちが主体的に判断し、適切に行動

する力を養う防災教育が面的に広く浸透して

います。

 【子供の防犯・非行防止の取組の推進】 

▶　学校、保護者、地域住民、事業者、関係団

体、行政等が協働・連携し、犯罪防止教室等

の充実や学校・通学路等における安全の確保

等、地域ぐるみで子供を守る取組が行われて

おり、子供たち一人一人に、ルールを守るこ

との大切さや物事の善悪を判断する力、子供

や保護者の情報リテラシー等が醸成され、犯

罪被害に遭うことを未然に防ぐことができる

力や、加害者にもならない力が身に付いてい

ます。

 

▶　子供の防犯・非行防止のため，関係機関・

団体等が連携し、県内の小中高等学校等にお

ける犯罪防止教室や地域ぐるみでの見守り活

動などが行われました。 

▶　学校、警察、通信事業者等が連携したネッ

ト犯罪防止教室や保護者等へのインターネッ

トの適切な利用とフィルタリング普及促進の

ための啓発活動が行われています。 

▶　県内の中学生、高校生を対象とした「広島

県ｅラーニング非行防止チェック」を開始

し、非行防止及び犯罪被害防止に関する問題

を受講することにより、犯罪の被害者にも、

加害者にもならないための意識が醸成されて

きています。

 【子供の交通安全の取組の推進】 

▶　家族ぐるみ、地域ぐるみの交通安全教育等

により、子供たち一人一人に、交通社会の一

員として、交通ルールの遵守と交通マナーが

身についており、交通事故を起こさず、ま

た、交通事故から自分自身を守ることのでき

る力が身に付いています。

 

▶　令和７年中、高校生以下を対象とした交通安

全教育が 99,849 人に対して実施されるなど、

交通ルールの遵守と交通マナーを身につける

ための教育が実施されています。
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 成　果　指　標
 

地域の中で、親子が落ち着いた気持ちで過ごせる場や、信頼できる人がいると感じる割合

 
（％）
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 主　　な　　取　　組　　と　　総　　合　　評　　価
 ≪ひろしま子育て応援事業・地域子ども・子育て支援事業≫ 

市町への地域子育て支援拠点を運営するための費用の補助を行い、安定的な支援を継続する

とともに、地域の子育て支援者等のスキルアップのための研修会や講座を実施したほか、「お

しゃべり広場」や「助産師オンライン」等の電話やオンライン等、様々な方法で交流や相談が

できる環境の整備に取り組みました。 

また、計画的に「子育て応援イクちゃんサービス」についての広報活動を行うとともに、大

型店舗の開業時などの時機を捉えて企業・団体への参加協力依頼を行いました。 

 

≪たばこ対策推進事業≫ 

保健所と連携して、健康増進法やがん対策推進条例に基づく指導・助言・立入検査や、飲食

店における受動喫煙対策状況の確認を実施しました。また、大学生や企業を対象とした出前講

座等を実施し、喫煙や受動喫煙による健康被害について啓発しました。 

 

≪防災教育の推進≫ 

警戒レベルを用いた休校等の判断など、非常変災時における対応の整備や、各学校の地域特

性や児童生徒等の実態に応じた危機管理体制の想定及び整備、複数の避難場所や避難経路の設

定など、各学校の実態に合わせて危機管理マニュアル等の見直し、改善が進むよう、県立学校

長会議や学校安全指導者講習会、保健主事研修に加え、学校訪問等の様々な機会を通して、見

直し、改善のポイントなどの指導・助言を行いました。 

また、県内の小学校については、子供たちがいざという時に、主体的に判断し、適切な避難

行動をとることができる冊子教材の配布や、防災出前講座を実施しました。 

 

≪減らそう犯罪推進事業・少年サポートセンター運営費≫ 

チラシや広報誌をはじめ、テレビやラジオ、インターネット、オトモポリス等、多様な広告

媒体を活用し、地域の犯罪・防犯に関する情報をタイムリーに発信しました。 

犯罪防止教室や、少年警察ボランティアの活動、少年サポートセンターを中心とした相談対

応や継続補導等の面接指導、少年サポートルームの開催、各種立ち直り支援活動により、子供

の規範意識の醸成を図りました。 

 

≪交通事故の抑止と安全で円滑な交通の確保≫ 

参加・体験・実践型の交通安全教室や通学路点検、通学路における交通指導取締り、ゾーン

30 プラス等の整備を実施しました。 

 

これらの取組を進めていますが、成果指標の「地域の中で、親子が落ち着いた気持ちで過ご

せる場や、信頼できる人がいると感じる割合」は 75.4％となっており、取組はやや遅れていま

す。
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柱１
児童虐待防止対策の充実

 
（１） 児童虐待防止に向けた理解の促進

 令和 11 年度の目指す姿 現在の姿（令和７年度末）

 ▶　子供へのどのような接し方が体罰であり児

童虐待になるのか、また児童虐待が子供の成

長に与える悪影響、望ましい子育ての方法等

について保護者や県民の理解が深まり、子育

てにおいて、子供の心身の健全な発達に有害

な影響を及ぼす体罰や暴言の行為が減少して 

います。

▶　児童虐待防止推進月間である11月を中心に、

県民に対し児童虐待防止キャンペーン（オレ

ンジリボンキャンペーン）による啓発活動が

行われ、体罰や暴言によらない子育てをして

いる親の割合は、８割を超えるなど児童虐待

防止に向けた県民の理解が深まっています。

 成　果　指　標
 

体罰や暴言等によらない子育てをしている親の割合

 

 主　　な　　取　　組　　と　　総　　合　　評　　価
 ≪児童虐待防止対策事業＜オレンジリボンキャンペーン事業＞≫ 

広島市と連携し、児童虐待防止キャンペーン（オレンジリボンキャンペーン）を実施し、

体罰によらない子育てや児童相談所虐待対応ダイヤル（「189」）等の周知に取り組みました。 

　特設サイトを開設し、子育て世代などのターゲットに向けたリスティング広告の実施、各

種イベントでの啓発グッズの配付、ポスター掲示などにより、体罰によらない子育てや

「189」などを周知しました。 

 

　体罰や暴言によらない子育ての浸透には一定の期間がかかるため、継続的に取り組むこと

にしており、広島市と連携した児童虐待防止キャンペーン（オレンジリボンキャンペーン）

を実施するなど、取組は概ね順調に進捗しています。 

（％）

R8.9 判明
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柱１

児童虐待防止対策の充実
 

（２） 市町の機能強化の支援

 令和 11 年度の目指す姿 現在の姿（令和７年度末）

 ▶　市町のネウボラ拠点が、妊娠期からすべて

の子育て家庭を見守り、虐待の兆候があるな

ど、支援が必要な家庭を把握した場合は、速

やかに専門的な支援を行えるよう、母子保健

機能と児童福祉機能を一体化した「市町こど

も家庭センター」が全市町に設置されていま

す。

▶　18 市町に市町こども家庭センターが設置さ

れ、関係機関と連携した支援が行われていま

す。 

▶　また、令和８年度中には残りの５市町でも

設置予定です。

 ▶　市町こども家庭センターでは、ネウボラ拠

点等でのポピュレーションアプローチによる

虐待の未然防止や、リスクの兆候の早期発

見・早期対応、在宅での支援を担い、県のこ

ども家庭センターは、より高い専門性が求め

られる、緊急性や重症度の高い事案に注力す

るという役割分担のもと、虐待の未然防止や

重篤化の防止が図られています。

▶　市町こども家庭センター職員の専門性向上

のための研修の実施等により、市町こども家

庭センターでの支援体制が強化され、県こど

も家庭センター等の関係機関と連携して虐待

の未然防止や重篤化の防止に向け、取組が進

められています。

 ▶　市町こども家庭センターの在宅支援におい

ては、要保護児童対策地域協議会を活用して

関係機関のネットワークが構築され、支援の

対象となる子供や家庭の状況に応じた適切な

支援を提供することにより、虐待の再発防止

が図られています。

▶　市町こども家庭センターにおいて、要保護児

童対策地域協議会を活用した関係機関のネッ

トワークが構築されるとともに、要支援家庭

のニーズに応じた家庭支援事業の活用等が進

んでいます。

 成　果　指　標
 

要支援家庭のうち、サポートプランが作成され、適切に支援を受けている家庭の割合

 

 主　　な　　取　　組　　と　　総　　合　　評　　価
 ≪児童虐待防止対策事業≫ 

　西部こども家庭センターに設置した市町支援担当アドバイザーを市町に派遣し、市町の相

談体制の強化に取り組みました。 

　市町職員を対象に、こども家庭センターでの実習を実施しました。 

 

　令和８年度には市町こども家庭センターが全 23 市町で設置される見込みであるなど、取組

は概ね順調に進捗しています。

（％）

R8.12 判明
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柱１

児童虐待防止対策の充実
 

（３） 県こども家庭センターの機能強化

 令和 11 年度の目指す姿 現在の姿（令和７年度末）

 ▶　県こども家庭センターでは、市町との適切

な役割分担と連携により、虐待の未然防止や

早期発見・早期支援に取り組むとともに、増

加する児童虐待相談に対応できるよう組織体

制の強化や専門性の高い人材の確保・育成を

計画的に進め、より高い専門性が求められ

る、緊急性や重症度の高い事案に注力してい

ます。

▶　令和７年４月に東部こども家庭センター三

原支所、同年９月には西部こども家庭センタ

ー東広島支所を設置し、組織体制を強化した

ほか、こども家庭庁の実施する児童相談所職

員のピアサポート交流会の開催地となるなど

児童相談所の人材育成・確保に向けた取組を

進めています。

 ▶　一時保護が必要な子供は、セキュリティー

が高く、かつプライバシーや個別性に配慮さ

れた安心・安全な環境で、本人の意見・意向

を尊重されながら、丁寧なアセスメントやケ

アを受けることができています。また、安全

確保の必要性が低い子供は、開放的環境にお

いて保護を受けることができています。

▶　一時保護が必要な子供は県内3カ所にあるセ

キュリティの高い一時保護所での一時保護が

実施されています。また、安全確保の必要性が

低い子供は、児童養護施設等への一時保護委

託や一時保護専用施設等の開放的環境での一

時保護が行われています。保護中の子供は、意

見表明支援員の派遣や意見箱の設置等によ

り、本人の意見・意向が尊重されながらケアを

受けています。 

▶　また、圏域や地域の児童人口に対応した一時

保護専用施設の設置を推進するため、施設整

備を計画している児童養護施設等の設置法人

と協議が進められています。

 ▶　児童虐待等のため親子分離をしたケースで

あっても、児童福祉司や児童心理司により、

家族再統合や親子関係の修復に向け、継続的

な指導や支援を受けています。 

▶　児童虐待等のため親子分離したケースにつ

いては、児童福祉司や児童心理司による家族

再統合や親子関係の修復に向けた継続的な指

導や支援、親子支援プログラムの実施などに

より、家庭復帰後に再虐待に陥らない子育て

ができるよう支援が行われています。

 ▶　また、家族再統合により、家庭復帰した子

供や家庭は、市町や県こども家庭センター、

児童養護施設等により継続的に見守られ、必

要な支援を受けることができ、虐待の再発防

止につながっています。 

▶　また、家族再統合により家庭復帰をする場合

は、復帰前に市町の要保護児童対策地域協議

会で関係機関が役割分担をして対応するな

ど、継続的な支援が行われています。
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 成　果　指　標
 

県内で児童虐待により死亡した子供の人数

  
 
 
 
 
 
 
 
 

 
児童虐待により長期の親子分離が必要なケース

 

 主　　な　　取　　組　　と　　総　　合　　評　　価
 ≪こども家庭センター運営費≫ 

　令和７年度に東部こども家庭センター三原支所、西部こども家庭センター東広島支所を開

設し、相談者の利便性の向上及び増加する児童虐待相談等によりきめ細やかに対応できる体

制を整えました。 

　こども家庭センターの体制強化のため、児童福祉司・児童心理司を計画的に増員するとと

もに、専門性を高めるための研修を実施しました。 

また、こども家庭庁が実施した児童相談所職員の採用・人材育成・定着支援事業の開催地と

なり、児童相談所の職員の人材定着を図るための児童相談所職員のピアサポート交流会等を

実施し、児童相談所職員の人材の育成・確保に取り組みました。 

　 

成果指標の「県内で児童虐待により死亡した子供の人数」は、令和７年度も０人で、取組

は順調に進捗しています。 

（件）

（人）
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柱２

社会的養育の充実・強化
 

（１） 里親委託等の推進
 

 令和 11 年度の目指す姿 現在の姿（令和７年度末）

 ▶　里親制度が広く県民に周知され、社会全体に

里親や家庭養育の重要性への認識や理解が深

まるとともに、里親として登録する人やファ

ミリーホームが増え、様々な事情により家族

と暮らすことができない子供の多くが家庭と

同様の環境で養育されています

▶　令和７年度に新たに 25 世帯の里親を新規登

録（広島市除く）、ファミリーホームについて

も新規に 1 件設置されるなど、様々な事情に

より家族と暮らすことができない子供の多く

が家庭と同様の環境で養育される環境が整備

されてきています。 

 ▶　里親支援センターの設置が進み、県全域が

支援対象とされ、県こども家庭センターや市

町との連携により、里親を支える環境の整備

が図られており、里親の養育上の不安や負担

感が軽減し、安心して子供を養育することが

できています。

▶　里親支援センターの令和８年度中の設置に

向けて、広島市及び関係事業者との検討が進

んでいます。

 成　果　指　標
 

要保護児童の里親・ファミリーホームへの委託率

 

 主　　な　　取　　組　　と　　総　　合　　評　　価
 

≪里親支援事業≫ 

フォスタリング機関による里親制度の普及イベントの実施、オンライン説明、市町と連携

した啓発による効果で広島県の管轄内での新たな里親登録者は 29世帯 52 名と大幅に増加し

ました。 

また、ファミリーホーム設置希望者の個別相談の実施や設置に必要な費用に対する支援実

施により、新たにファミリーホームが設置されました。 

里親支援センターの設置に向けて、令和８年度に広島市と共同で設置する方向で進めてい

ます。 

成果指標の「要保護児童の里親・ファミリーホームへの委託率」は、里親の高齢化等によ

り委託可能な里親が不足していることなどによって未達成となったものの、新たな里親支援

体制として、広島市、県、事業者等里親支援に関わる関係者が連携して里親支援を実施する

体制の構築に向けて議論が進んでいるなど、取組は順調に進捗しています。

（％）
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柱２

社会的養育の充実・強化
 

（２） 施設の小規模かつ地域分散化、多機能化等
 （３） 社会的養護のもとで生活する子供の自立支援の推進

 令和 11 年度の目指す姿 現在の姿（令和７年度末）

 【施設の小規模かつ地域分散化、多機能化等】 

▶　里親による養育が困難な場合であっても、

児童養護施設等の小規模かつ地域分散化が進

められることによって、家庭的環境の充実が

図られ、施設で生活する子供が、できるだけ

家庭養育に近い環境で養育されています。

 

▶　施設の小規模かつ地域分散化が進められて

おり、令和８年度４月から新たに地域小規模

施設が、１件設置されるなど、施設で生活する

子供が出来るだけ家庭養育に近い環境で養育

される環境の整備が進んでいます。

 ▶　乳児院や児童養護施設では、被虐待経験の

ある子供や発達障害のある子供、様々な障害

や疾患のある子供等、特別の支援を要する子

供の入所が増加する中でも、職員の専門性の

向上や多機能化、児童自立支援施設等との連

携体制の構築により、個々の状況に応じた適

切な支援が行われ、子供たちが安心して生活

できています。

▶　乳児院や児童養護施設において、医療職や心

理職の職員の配置による専門性の向上や多機

能化が進んでいます。

 ▶　また、児童養護施設等の子供の養育に関す

る専門性や機能が、地域における要支援家庭

の支援に積極的に活用されています。

▶　児童家庭支援センターを設置する法人等に

よる地域支援などの取組が進んでいます。

 【社会的養護のもとで生活する子供の自立支援

の推進】 

▶　児童養護施設や里親等の社会的養護のもと

で生活するすべての子供の権利が擁護されて

おり、必要に応じて第三者による意見表明等

の支援を受け、自らに影響を与える事柄等に

自由に意見を表明することができ、意見表明

権や出自、生い立ちを知る権利が保障されて

います。

 

 

▶　一時保護所２か所と県立広島学園及び児童

養護施設でアドボケイトが実施されているほ

か、新たな取組として、子供が自らの処遇に関

して、第三者の前で意見表明し、第三者が処遇

に対して、助言等を行う「子供の権利擁護環境

整備事業」など、子どもの権利擁護の取組が進

んでいます。

 ▶　社会的養護の期間が終了した後も、必要に

応じて、児童養護施設や里親の居宅での生活

を継続しながら自立支援を受けることがで

き、また、施設を退所した後は、自立援助ホ

ーム等や社会的養護自立支援拠点事業所によ

る自立支援を受けることができています。

▶　県内に社会的養護自立支援拠点事業所は２

か所あり、措置解除後も施設や里親のもとで

支援を受けられる児童自立生活援助事業を複

数の施設や里親が実施するなど、社会的養護

の期間が終了した後も自立支援を受けること

ができる機会が増えています。 
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R8.10判明

 

 成　果　指　標
 

施設入所児童のうち、地域小規模児童養護施設で生活する子供の割合

 

 
社会的養護のもとで生活する子供の進学率（高等学校卒業後）

 

 主　　な　　取　　組　　と　　総　　合　　評　　価
 ≪児童福祉施設措置費≫ 

　施設の地域分散化・小規模化を推進するため、事業者に制度の説明や設置費用の支援に取

り組みました。課題であった設置費用については、事業者が地域の空き物件について賃借契

約を結び、県は毎月の賃借費を支援する形で実施する施設も増えるなど取組は順調に推移し

ています。 

 

≪入所児童等自立支援事業≫ 

施設を退所した後の支援が途切れないよう、社会的養護自立支援拠点事業者と県のこども

家庭センターとの連携の強化に取り組みました。 

 

施設入所児童のうち、地域小規模児童養護施設で生活する子供の割合は、令和７年度時点

で 14.6％となり未達成となったものの、県内の地域小規模施設の整備は計画通り進んでお

り、取組は概ね順調に推移しています。 

社会的養護のもとで生活する子供の進学率は令和６年度時点で 41.9％となっており、目標

は未達成となるなど、取組はやや遅れています。

（％）

（％）
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柱３

ひとり親家庭の自立支援の推進
 

（１） ひとり親家庭の子育てと生活への支援の充実
 （２） ひとり親家庭の子供の自立に向けた支援の充実

 令和 11 年度の目指す姿 現在の姿（令和７年度末）

 【ひとり親家庭の子育てと生活への支援の充実】 

▶　ひとり親家庭が、様々な支援制度につい

て、いつでも情報を得ることができ、必要に

応じて市町や広島県ひとり親家庭サポートセ

ンターでの適切な支援につながるなど、地域

のネットワークの中で孤立することなく生活

できています。

 

▶　市町やひとり親家庭サポートセンター、その

他の関係機関を対象とした研修会が開催さ

れ、最新の情報提供や事例検討を行うことで、

支援機関同士で顔の見える関係ができ、ひと

り親家庭が必要とする情報や相談支援に適切

につなげられるような基盤づくりができてい

ます。 

▶　また、「ＡＩを活用したひとり親家庭相談シ

ステム」の運用によりひとり親が、必要な情報

を必要なタイミングで把握できる環境ができ

ています。

 ▶　また、離婚等を理由としてひとり親となる家

庭では、離婚前から、子供の養育に関する義務

として、「養育費」と「面会交流」の重要性を

十分に理解し、相談員や弁護士等による専門

的な相談支援により、「養育費」の支払や「面

会交流」が適切に実行されています。

▶　年 12 回の弁護士相談や、ひとり親家庭サポ

ートセンターによる相談支援、「離婚前後親支

援講座」の開催等により、養育費・面会交流の

取り決め相談の解決件数は 76 件となり、養育

費の支払いや面会交流の取り決めの重要性の

理解が進んでいます。

 ▶　こうした取組により、ひとり親家庭の子育

てや生活上の負担が軽減され、安心して、充

実した生活を送ることができています。

▶　これらの取組により、ひとり親家庭の子育て

や生活上の負担が軽減され、安心して生活が

できる環境づくりが進みつつあります。

 【ひとり親家庭の子供の自立に向けた支援の充実】 

▶　ひとり親家庭の子供が、家庭や学校、地域

等で安心して過ごせる居場所があり、生活習

慣や学力等の自立に必要な力を身に付けるこ

とができています。

 

▶　令和７年度は 10 市町で学習支援に関する事

業が実施可能となるなど、ひとり親家庭の子

供が地域で見守られながら学習支援や生活支

援が受けられる環境づくりが進んでいます。

 ▶　ひとり親家庭で育った子供が、将来の夢や

目標に向けて、活用可能な支援策等の情報を

得られ、他の家庭との環境の差によって将来

の選択肢を自ら狭めることなく、自信を持っ

て意欲的に取り組むことができています。

▶　学習支援の場や SNS 等を通じた情報提供に

より、ひとり親家庭の子供が、ニーズに応じ

た情報や適切な支援を受けられるようになっ

ており、ひとり親家庭の子供の進学率は、令

和７年度は 73.8％となっています。
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 成　果　指　標
 

養育費を受け取っている人の割合

 

 
面会交流を実施している人の割合

 

 
ひとり親家庭の子供の高等教育機関への進学率（高等学校卒業後）

 

 主　　な　　取　　組　　と　　総　　合　　評　　価
 ≪母子家庭等自立支援事業≫ 

広島県ひとり親サポートセンターにおいて、就業や養育費の専門相談に対応したり、離婚

前後親支援講座を開催しました。 

　また、経済的理由や様々な背景から支援を要するひとり親家庭の児童が、地域で見守られ

ながら学習・生活指導を受けられるよう、市町が実施する生活支援・学習支援事業に対する

補助（３市）や、広島県ひとり親家庭等福祉連合会に委託した学習支援（６市町）を実施し

ました。 

 

成果指標の「ひとり親家庭の子供の高等教育機関への進学率（高等学校卒業後）」について

は未達成となっていますが、学習支援に関する事業を実施する市町は増えており、ひとり親

家庭の生活支援やひとり親家庭の子供の自立支援に関する取組は、概ね順調に進捗していま

す。 

５年に１度の調査であり、 
Ｒ７～Ｒ10 の調査なし

（％）

（％）

５年に１度の調査であり、 
Ｒ７～Ｒ10 の調査なし

（％）
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柱４

障害のある子供等への支援
 

（１） 地域における重層的な支援体制の構築
 

 令和 11 年度の目指す姿 現在の姿（令和７年度末）

 ▶　県内の医療型短期入所定員の拡充（令和５

（2023）年度比約 1.4 倍）が図られ、医療

的ケアを日常的に必要とする障害児とその家

族は、在宅で必要なサービスを利用できな

い、休息できない、といった不安や負担が軽

減されています。

▶　医療型の短期入所や障害児通所支援事業所

について、人員配置や設備基準などの法的な

規制、医療職等人材不足、さらには医療的ケア

に対応できる看護師等の不足で、新規参入が

難しい状況にあり、医療型短期入所の定員数

は、62 人（目標値：87 人）に留まっています。

 ▶　発達障害児及びその家族は、身近な地域

で、早い段階から、療育等に関する必要な相

談支援や、専門性の高い療育・発達支援を受

けることができています。

▶　児童発達支援センターが整備されている 12

市町では、障害児及びその家族が、身近な地域

で、療育等に関する必要な相談支援や、専門性

の高い療育・発達支援を受けています。

 ▶　地域のかかりつけ医や専門医療機関、保

健・医療・福祉・教育が連携した地域ネット

ワーク支援体制が各市町で整備されており、

発達障害児やその家族は、ライフステージを

通じて、個々の特性に応じた医療や支援を早

期かつ適切に、多機関の専門職から支援を受

けることができています。

▶　地域のかかりつけ医や専門医療機関、保健・

医療・福祉・教育が連携した地域ネットワーク

支援体制が 14 市町で整備されており、取組が

進んでいる市町においては、早期に多機関の

専門職から支援を受けることができていま

す。
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 成　果　指　標
 

在宅の医療的ケア児の生活を支援する医療型短期入所定員数

 

 
発達障害に係る地域ネットワーク支援体制が整備された市町数

 

 主　　な　　取　　組　　と　　総　　合　　評　　価
  

≪医療的ケア児支援センター運営事業≫ 

医療的ケア児及びその家族等からの相談に対する支援や、相談内容に応じて、地域の活用

可能な社会資源や施設等に係る情報提供を行いました。 

関係機関等や当該期間の従事者への情報提供や研修を実施しました。 

 

≪発達障害地域支援体制推進事業≫ 

地域の支援者間の連携・協力体制の構築を図るため、市町等の依頼に応じて、県発達障害

者支援センターによる機関コンサルテーションや、各分野の支援者に向けての研修、地域支

援マネジャーの派遣による市町の Q-SACCS 策定や策定後のフォローアップ支援に取り組みま

した。 

また、発達障害に係る初診待機の解消に向けて、発達障害の診療医を養成するための研修

を実施するとともに、圏域毎に発達障害の早期支援に繋げる地域ネットワーク構築を支援し

ました。 

加えて、医療機関や待機者向けの調査により、初診待機における課題や要因等を整理し、

長期の初診待機解消に向けた新規事業の検討を進めてきました。 

 

「在宅の医療的ケア児の生活を支援する医療型短期入所定員数」は未達成となっているも

のの、「発達障害に係る地域ネットワーク支援体制が整備された市町数」は目標を達成してお

り、取組は概ね順調に進捗しています。 

　

（人）

（市町）
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柱４

障害のある子供等への支援
 

（２） 幼保・小・中・高等学校等の支援体制の整備
 

 令和 11 年度の目指す姿 現在の姿（令和７年度末）

 ▶　個別の教育支援計画及び個別の指導計画

が、特別な支援を必要とするすべての生徒等

に作成され、校種間で適切に引き継がれてい

るほか、それらの計画が教職員間及び関係機

関等で共有されており、生徒等一人一人の教

育的ニーズに応じた適切な指導や必要な支援

が行える体制を整えることができています。

▶　個別の教育支援計画及び個別の指導計画の

作成率が 100％であり、特別な支援を必要とす

るすべての生徒等に作成されています。 

また、個別の教育支援計画が校種間で適切

に引き継がれていることを示す個別の教育支

援計画の活用率についても、中学校及び高等

学校において 100％を達成するなど、特別な

支援を必要とする生徒等一人一人の教育的ニ

ーズに応じた適切な指導や必要な支援が行え

る体制整備が進んでいます。
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 成　果　指　標
 

個別の教育支援計画作成率（公立幼稚園等）

 

 
個別の教育支援計画作成率（公立小学校）

 

 
個別の教育支援計画作成率（公立中学校）

 

 
個別の教育支援計画作成率（公立高等学校）

 

（％）

（％）

（％）

（％）
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80 

90 

100 

プラン策定時

（Ｒ５）

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11

目標 実績

 成　果　指　標
 

個別の教育支援計画活用率（公立小学校）

 

 
個別の教育支援計画活用率（公立中学校）

 

 
個別の教育支援計画活用率（公立高等学校）

 

 
個別の指導計画作成率（公立幼稚園等）

 

（％）

（％）

（％）

（％）
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100 100 100 100 100 100

80 

90 

100 

プラン策定時

（Ｒ５）

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11

目標 実績

 成　果　指　標
 

個別の指導計画作成率（公立小学校）

 

 
個別の指導計画作成率（公立中学校）

 

 
個別の指導計画作成率（公立高等学校）

 

 主　　な　　取　　組　　と　　総　　合　　評　　価
 ≪特別支援教育ビジョン推進事業≫ 

　令和７年度に実施した特別支援教育に係る各研修会において、個別の教育支援計画等の作

成・活用について講義・演習等を行いました。 

その結果、特別支援学級に在籍している生徒等や通級による指導を受けている生徒等の

他、通常の学級に在籍する生徒等のうち学校等が作成する必要があると判断した者に対する

作成率は 100％を維持しており、個別の教育支援計画の活用率については、中学校及び高等

学校において 100％となりました。 

 

成果指標の「個別の教育支援計画活用率（公立小学校）」は、前籍校（園）での個別の教育

支援計画を引継ぐことの重要性についての周知・啓発が不十分であったことなどにより未達

成となったものの、その他の指標は目標を達成しており、取組は概ね順調に進捗していま

す。 

（％）

（％）

（％）
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柱４

障害のある子供等への支援
 

（３） 教員の専門性の向上
 

 令和 11 年度の目指す姿 現在の姿（令和７年度末）

 ▶　特別支援教育に係る通級による指導の担当教

員及び特別支援学校のすべての教員並びに特

別支援学級担任の 60％が特別支援学校教諭免

許状を取得しており、生徒等の自立や社会参加

に向けて、生徒等一人一人の教育的ニーズを的

確に把握しています。 

▶　免許状保有率は特別支援教育に係る通級に

よる指導の担当教員においては 46.9％、特別

支援学級担任においては 24.3％、特別支援学

校の教員においては 86.0％に留まっていま

す。
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 成　果　指　標
 

特別支援学校教諭免許状保有率（小・中学校　通級による指導の担当教員）

 

 
特別支援学校教諭免許状保有率（小・中学校　特別支援学級担任）

 

 
特別支援学校教諭免許状保有率（特別支援学校教員）

 

 主　　な　　取　　組　　と　　総　　合　　評　　価
 ≪特別支援教育ビジョン推進事業≫ 

令和７年度広島県免許法認定講習を開催し、８科目延べ 1,283 人の受講者が単位を修得し

ました。 

免許法認定講習以外にも特別支援教育に関する研修や県立特別支援学校のセンター的機能

の充実を通じて、教員の専門性向上に取り組みました。 

 

各成果指標について、特別支援学校に在籍する生徒等、特別支援学級に在籍する生徒等及

び通級による指導を受ける生徒等の増加に伴い教員数が増加したことなどにより未達成とな

っており、取組が遅れています。 

 

（％）

（％）

（％）
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柱４

障害のある子供への支援
 

（４） 特別支援学校における教育の充実
 

 令和 11 年度の目指す姿 現在の姿（令和７年度末）

 ▶　本県独自の特別支援学校技能検定の実施

等、生徒の職業的自立を目指した取組を推進

することにより、特別支援学校高等部に所属

する就職を希望するすべての生徒が卒業まで

に特別支援学校技能検定１級を取得し、就職

しています。

▶　本県独自の特別支援学校技能検定の実施等、

生徒の職業的自立を目指した取組を推進する

ことにより、特別支援学校高等部に所属する

就職を希望する生徒のうち、74.2％の生徒が

卒業までに特別支援学校技能検定１級を取得

し、就職しています。
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 成　果　指　標
 

特別支援学校高等部（本科）における就職希望者のうち、就職した者の割合

 

 主　　な　　取　　組　　と　　総　　合　　評　　価
 ≪特別支援教育ビジョン推進事業≫ 

　県立特別支援学校 16 校に、就職支援教員（ジョブ・サポート・ティーチャー）15名を配置

し、特別支援学校高等部生徒の就職支援を実施しました。就職支援教員による、就業体験・職

場実習の受入先・求人企業の開拓の結果、令和７年度の新規開拓企業数（令和７年 12 月 31 日

現在）は 230 社となり、また「特別支援学校就職サポート隊ひろしま」登録制度の登録企業数

（令和８年３月 31日現在）は 684 社となりました。キャリア教育の充実と雇用企業等の増加

を目的として、この「特別支援学校就職サポート隊ひろしま」推進企業表彰として、令和７年

度は７社の企業を表彰し、広く県民への周知を行いました。さらに、県内の特別支援学校にお

いて「企業の参加日」等を実施し、231 社の企業の参加、397 人の企業関係者の参加がありま

した。 

生徒の就職意欲を高めるとともに企業等に雇用を促すため、企業団体と連携して開発した認

定資格を授与する技能検定（５分野）を、計 10 回実施しました。技能検定の受検申込者数（市

立広島特支含む。）は、令和６年度の 1,589 人から、令和７年度は 1,831 人と 242 人増加しま

した。特に令和７年度から所属校開催とした食品加工分野では、受検申込者数が約 1.5 倍に増

加したことから、開催方法の変更により、受検機会の確保につながり、生徒の働く態度の育成

や技能の習得を一層推進できました。 

 

≪「学びの変革」推進事業≫ 

　特別支援学校のデジタル活用推進担当教員等を対象として、年間２回の研修会を実施し、専

門性の向上を図りました。その研修会の中で、講演や実践事例報告、協議を通じて、障害特性

や発達段階に応じたデジタル機器の活用促進に向けた取組を行いました。また、各特別支援学

校におけるデジタル活用実践事例を集約し、事例集として 34 の実践を、県教育委員会ホーム

ページに掲載しました。 

 

参考指標の「就職希望者のうち、卒業までに特別支援学校技能検定１級を取得した者の割合」

は、技能検定の会場まで移動が困難等の理由により、受検機会の確保が十分でなかったことな

どによって未達成となったものの、成果指標の「特別支援学校高等部（本科）における就職希

望者のうち、就職した者の割合」は目標を達成しており、取組は概ね順調に進捗しています。 
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子供施策に関する子供・若者の意見募集の結果について 
 
１　趣旨 
　　こども基本法の基本理念等を踏まえ、県の子供施策の策定、実施、評価にあたって、子供・若者の
意見を反映等するために実施した意見募集の結果等について報告する。 

 
２　背景 
　　こども基本法では、第 11 条において、国や地方公共団体の役割として、子供施策の策定、実施及

び評価の過程で、子供・若者や子育て当事者等の意見を反映させるために必要な措置を講ずることが

義務付けられている。 

　　県においては、令和６年度に子供・子育てに係る分野別計画である「ひろしま子供の未来みんなで

応援プラン」（以下「プラン」という。）を子供・若者の意見も踏まえて策定したところであるが、こ

の度、プランの進捗状況の評価及び今後の施策を検討するにあたって、子供・若者の意見を募集した。 
 
３　ＷＥＢアンケートによる意見募集 

（１）意見募集の概要 
ア　募集内容　 

プランの内容を子供・若者へわかりやすく伝えるため、主な内容をやさしい表現で記載した
「やさしい版」に対する意見を募集 

イ　募集方法　県ホームページにおいて募集 
ウ　募集期間　令和８年５月１～31 日（「春のこどもまんなか月間」に合わせて実施。） 

 

（２）意見の概要 
ア　回答人数　29 人（10代：22 人、20代：３人、30 代：４人） 

　　　イ　意見の内容 
　　　　（ア）広島県に取り組んでほしいこと 
　　　　　 「やさしい版」に記載している「広島県が取り組むこと」を選択肢とし複数回答可とした。 
　　　 
　　　【選択肢ごとの回答件数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　　 

【年代別の回答件数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 選択肢 件数
 ① 　０才から小学校に入るまでの子供の教育や保育のこと 11
 ② 　将来社会で活躍するために必要な力をつけること 17
 ③ 　仕事や結婚、妊娠・出産の希望を叶えること 10
 ④ 　妊娠中から子育てのサポート 10
 ⑤ 　子供たちの悩みの解決や居場所づくり 16
 ⑥ 　それぞれの働き方や生活に合わせて子育てできる社会にすること 11
 ⑦ 　子供と子育てにやさしく安全なまちづくりのこと 18
 ⑧ 　子供たちを虐待から守ること 12
 ⑨ 　家族と暮らすことができない子供のこと ７
 ⑩ 　ひとり親の子供やその家族のこと ７
 ⑪ 　障害のある子供とその家族のこと 11
 ⑫　 その他 ４
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広島県に取り組んでほしいこと（年代別）
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（イ）広島県に取り組んでほしいことを選んだ理由 

※　自由記述の内容については、原文を一部整理した上で、主なものを記載 

 

 

 

 選択肢 選んだ理由（自由記述）
 

①　０才から小学校に入るまで
の子供の教育や保育のこと

・補助金等の支援が欲しい。（14歳） 

・保育士という立場で、子育てや子どものことについて身近だ

から。（23歳）

 ②　将来社会で活躍するために
必要な力をつけること

・必要な力を身に付けたいから。（14歳）

 
③　仕事や結婚、妊娠・出産の希
望を叶えること

・子供達や子供達の未来をつくる人たちを支援したほうがいい

と思ったから。（14歳）

 ④　妊娠中から子育てのサポー
ト

妊娠中の方はとても大変だから。（14 歳）

 

⑤　子供たちの悩みの解決や居
場所づくり

・共働きが多いので、（親が）家にいてあげられる環境を作る。

（26 歳） 

・児童館など、子供が自由に集まることのできる場所を増やし

てほしい。（30歳） 

・もっと相談しやすい場所があればと思う。（14 歳） 

・子供はすぐ悩みを抱えてしまうので、無料で気軽にいつでも

相談できるところがいいと思う。（15歳） 

・雨の日に遊べる場所やボール遊びもできる自由な場所が欲し

い。（11 歳、16歳）

 

⑥　それぞれの働き方や生活に
合わせて子育てできる社会に
すること

・共働きが主になっている時代で、小学校の入学のタイミング

で仕事をやめたり、働き方を変えたりせざるを得ないことが多

く、特に母親の負担が多いと思う。（26 歳） 

・支援センターの拡大や、親子教室、遊びやすい公園の設立な

ど、家庭での時間を増やせる政策を考えて欲しい。（30 歳）

 

⑦　子供と子育てにやさしく安
全なまちづくりのこと

・子供達が健全な遊びに触れて成長できるように地域の交流館

を有効活用してほしい。（30歳） 

・不審者対策として、学校への防犯カメラ追加を促進してほし

い。（34 歳） 

・みんなが安心して過ごせるようにしたいと思ったから（14歳） 

・子供達が過ごしやすい世の中を経験し、未来への道を作る補

助をしてほしい。（20 歳）
 ⑧　子供たちを虐待から守るこ

と
・みんなが楽しく元気に過ごせるといいと思うから。（14 歳）

 ⑨　家族と暮らすことができな
い子供のこと

・家族と一緒に暮らしたほうがいいと思ったから。（14 歳）

 ⑩　ひとり親の子供やその家族
のこと

・もっと子供のために使うお金がほしい。（14歳）

 

⑫ 　障害のある子供とその家
族のこと

・一人ひとり、得意なことや学びやすい方法が違うと思う。弟

もやり方を変えれば理解できることもあるのに、みんなと同じ

やり方でできず、自信をなくしているので、みんなが同じやり

方で勉強するのではなく、その子に合った学び方を選べる学校

になってほしい。（14 歳）

 

⑬ 　その他

・広島にはこんなにもいい場所があると思うので、いまの中高

生に魅力を伝える。（15歳） 

・子供についてもっと力を入れてほしい。（14歳）
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（ウ）プラン〔やさしい版〕を読んで思ったこと（自由記述） 

※　自由記述の内容については、原文を一部整理した上で、主なものを記載 
 

 

 

（エ）子供・子育てに関して、思ったことや感じていること（自由記述） 

※　自由記述の内容については、原文を一部整理した上で、主なものを記載 

 回答
 

・分かりやすく書いてあっていいと思った。（11 歳、14歳） 

・みんなで協力していい未来を作りたいと思った（14 歳） 

・たくさんあってすごいと思った。（14 歳） 

・県もたくさんの対策をとっていることが分かった（14 歳） 

・将来に役立ちそうだと思った。（14 歳） 

・子供に優しいと思った。（14 歳） 

・少子化対策、幼児期における取組、子供と若者を守る取組に力を入れることが大切だと思った。（14

歳） 

・すごく読みやすいと思った。でも、これを作っている人たちは、逆にどのようなことをしようとし

ているのかの具体例を出してほしい。（15 歳） 

・子供達に向けても発信できていていいと思う。（21 歳） 

・次世代育成や、子育てを明るいものにしようとする思いが伝わる。（23歳）

 回答
 

・少子化対策には出産の時だけでなく、その後の育てるための資金など、問題はまだ多いと思う。夫

婦で働きながら不安なく過ごせるような時間の確保や、気軽に働ける仕組みを作ってほしい。家事を

頼める人を少ない費用で頼めることや、宅配サービスの援助などもあってもいいと思う。子供の急な

体調不良や、父親の頼りなさなども大きな問題で、父親の協力も必要なため、家事力などの向上が当

たり前になってほしい。（34 歳） 

・親が楽しく子育てすることも大切だが、今の社会は子供と親を離す政策が多い。子供からしたら、

小さいうちは親子での時間がとても大切。一馬力でもゆとりがある生活を送れる政策をお願いした

い。（30 歳） 

・共働きが多く母親の負担が多い。だから子供が増えない。正社員でも勤務時間を短くし(特に小学

校卒業まで)手取りを増やすことが大切。（26歳） 

・子育ては大変そう。（14 歳） 

・子供を産む時には子供を幸せにする責任を取る覚悟が必要だと思う。（14 歳） 

・子育てしやすい世の中だといいなと思う。（14 歳） 

・少子高齢化が進んでいることもあって、医療や福祉面は充実しているが、子供達について少しおざ

なりになっている部分があるのではないか。子供にもそれぞれ考えがあり、未来を築くのは子供達で

あり、そんな子供達にすくすく育っていってほしい。（21 歳） 

・子育ての大変さを実感するとともに子供が成長していく姿を見て感動している。仕事と子育てと家

事のバランスや両立の大変さを実感できて、貴重な経験ができている。子育てに対する施策などを策

定するときは仕事と子育てと家事の全てを協力的な人に策定していただきたい。そうすることで、よ

り家庭に寄り添った施策を練れるのではないか。（30 歳）　 

・子供が夢中になって遊んだり、取り組んでいる「普段の」「ありのままの姿」の中の、その子の成

長や輝きを見逃さずに捉えて、育てていきたい。（23 歳）
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４　子供・若者と直接接する機会における意見募集 

（１）意見募集の概要 

ア　募集内容　ＷＥＢアンケートによる意見募集と同様 

　　　イ　募集方法　 

子供未来応援課で実施した広島県庁仕事体験に参加した６名の大学生から意見を募集 

 

（２）意見の概要 

　　　ア　広島県に取り組んでほしいこと 

　　　　　　　　 

　　　【選択肢ごとの回答件数】 

 

 

 

 

 

 

　　 

イ　広島県に取り組んでほしいことを選んだ理由 

※　自由記述の内容については、原文を一部整理した上で、主なものを記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 選択肢 件数
 ④　妊娠中から子育てのサポート 1
 ⑤　子供たちの悩みの解決や居場所づくり 1
 ⑥　それぞれの働き方や生活に合わせて子育てできる社会にすること 4
 ⑧　子供たちを虐待から守ること 1
 ⑩　ひとり親の子供やその家族のこと 1

 選択肢 選んだ理由（自由記述）
 

⑤　子供たち
の悩みの解
決や居場所
づくり　　

・特に強く希望するのは、子供達の悩み解決や居場所作りに関することである。

小学校、中学校の頃から悩みを聞いてくれる組織や存在があることは知ってい

たが、当時の自分がもし何かで困っていたとしても電話をするという行動は少

し難しかったように思う。今の時代、ＳＮＳが普及し小さい子供や若者も悩み

や相談をネットに投げかけることも増えていると思う。気軽に相談ができるの

は良いことだが、あまりふさわしくない回答やアドバイスも多いため、相談し

た子供に悪影響があることが問題だといえる。

 

⑥　それぞれ
の働き方や
生活に合わ
せて子育て
できる社会
にすること

・どうしても迎えに来ることができない家族に向けて、子供の送迎をしたり、

保育の時間を延長したりしてほしい。 

 

・共働きやひとり親、夜勤がちな働き方をしている親などが、社会の中には多

くいると思うため、そういった家庭の子供たちが金銭面や生活面、愛情面で寂

しかったり苦しかったりする思いをしないような取組をしてほしい。例えば、

企業に協力してもらって残業を減らしたり、リモートワークやフレックス制度

を取り入れることを多くしてもらったりするなどして、子供が親と離れてしま

う時間が少なくなるような政策をしてほしい。 

 

・将来子供ができた際は仕事も続けたいと考えているため、育休がとりやすい

社会だと働きやすく、ワーク・ライフバランスを実現しやすいと感じた。 

また、女性だけではなく、男性も育休が取りやすい環境だと育児が女性だけ

に偏りにくく、男性も育児に参加しやすくなると思った。 

 

・人それぞれ働き方や生活スタイルが異なると思うので、すべての人が安心し

て、できるだけ精神的・身体的な負担なしに子育てができる社会の実現ができ

たらいいと思った。気軽に相談できる環境づくりや、早朝から夜遅くまで子供

を預けることができる保育所があればよいと思う。

 

⑧　子供たち
を虐待から
守ること

・卒業研究のテーマとして児童虐待を選定しており、中四国の中で広島の児童

虐待件数は年々増加している。そのため、子供が安全に暮らしていけるように

サポートを行ってほしいと思い選んだ。実際には、子供が安心できる場所の提

供や、相談を気軽にできる場所の提供を行ってほしい。
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ウ　子供・子育てに関して、思ったことや感じていること（自由記述） 

※　自由記述の内容については、原文を一部整理した上で、主なものを記載 

 

 

 

５　今後の対応 

・　意見募集の結果については、関係部局に共有し、今後の施策を検討する上での参考とするととも

に、県ホームページ上で公表する。 

・  引き続き、県ホームページでの意見募集（次回は 11月に実施予定。）や子供・若者と直接接する

機会を捉えた意見募集に取り組む。

 回答
 

・家事をうまく分担することが大切。 

・子供をひとり育てるのにお金がすごくかかる。 

・将来子供を育てたいかどうかは、「子供と関わってきた機会・時間」が関係すると感じた。 

・たくさんの良い支援サービスを高校生や大学生（広島県外にもアピールする）など、早い段階でア

ピールするべき。 

・今の時代、ＡＩと結婚したり一生独身でバリバリ働く人がいたりするが、結婚して子供を迎えた生

活をすることは、人生にとって良い影響をもたらすものだと思っているため、子供を産むことや子育

てに関して、子供がいることによるプラスなことを推して、子供がほしいと思う人が増えてほしい。

子供がいることのプラスの例として、人生が平べったくならないことや、日々の癒し、幸福度アップ

による仕事モチベの上昇などがあると思う。 

・子供は欲しいけれど、子育てについては経済的な面で不安を感じている。子育てにはどのくらいの

費用がかかるのかはあまり想像することができなかったが、シミュレーションすることができるサイ

トがあり、便利だと思った。 

・まだ結婚もしていないので、子育てについて具体的なイメージを持っていない。広島に限らず全国

的に子供が減少しているのが現状だと思うので、自分のような具体的なイメージを持っていない世代

に対しての周知を行い、子供・子育てに対してプラスにはたらくような機会を設ける必要がある。 

・自分はまだ子育てを経験したことがなく、子育ての良い面しか見たことがないため、裏での親の努

力を想像すると本当に私にもできるのかな、といったネガティブなイメージを持ってしまいがち。子

供はとても好きなので、自分がもし将来子育てをする立場になったときには、周りに相談できたり頼

れたりする居場所があれば、少しは不安・負担が和らぐと思った。


